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東日本大震災を教訓とした大規模災害対策の検証・検討について

防災危機管理課H23.6
１ 基本的考え方

○ 東日本大震災を教訓として、山口県で大規模・広域災害が発生した場合を想定。

○ 検証すべき課題を３つの分野に分類し、県地域防災計画等の検証を行う。

２ 主な検討課題

（１）大規模災害の類型別被害想定

県はこれまでに山口県の地勢的特性や災害履歴を踏まえ、地震災害など被害想定を

取りまとめているが、本県で想定される大規模・広域災害について、改めて類型別に

検証を行う。

＜類型＞

Ⅰ 地震

①東南海・南海地震

⇒南海トラフを震源とするプレート間地震について、東南海地震と南海地震が

同時に発生する場合を想定。

②県内活断層

⇒県内で確認されている主な活断層を震源とする直下型地震を想定。

③安芸灘～伊予灘の地震

⇒フィリピン海プレート先端部の地下深部で発生する地震を想定。

Ⅱ 風水害

①周防高潮

⇒大規模・広域的災害という観点から改めて検証。②河川洪水

③土砂災害

（２）救助・救急対策

人命救助を最優先として、消防・警察・海上保安部・自衛隊等の救助関係機関、さ

らにはＤＭＡＴ等の災害医療機関も加え、相互の連携のあり方等について検証・検討

する。

＜検討項目＞

①統一的な指揮に基づく効率的な部隊運用

⇒大規模災害発生時に投入される、消防・警察・海保・自衛隊等の救助関係機

関が、共通認識に基づき一元的かつ効率的に運用される体制の確立。

②合同訓練の実施等による相互連携強化

⇒災害現場における迅速かつ効率的な救助・救急活動の実施に向け、合同訓練

等のあり方を検討し、関係機関相互の連携を強化する。

③トリアージ等災害医療の実施態勢の整備

⇒ＤＭＡＴが行うトリアージなど、災害現場での医療確保のため、移動手段の

確保や安全性の確認、資機材の確保等に向けた態勢整備。
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④空港、港湾等の本県の立地条件を生かした活動のあり方

⇒同時多発的な現場に対応するため、自衛隊基地を含めた４つの空港と徳山下

松港など２つの特定重要港湾をはじめとする２９の港湾等を有する本県の特

性を生かした救助・救急、医療活動等のあり方。

⑤県域を越えた広域連携体制の確立

⇒広域的に組織された緊急消防援助隊、広域緊急援助隊、自衛隊等の集結・中

継場所の確保、後方支援等の広域連携体制の確立。

⑥的確な避難等につながる防災教育の推進

⇒ひとりでも多くの人命救助に結びつく防災知識や技能の習得など、子どもた

ちも含めた防災教育の充実と取組強化。

（３）被災者支援対策

被災者支援は、現状では市町の対応が基本となっているが、大規模災害時には、マ

ンパワー不足など、市町の行政機能の低下が懸念されること等から、県や国がどうい

う形で市町の支援ができるのか、対応フレームの見直し等が必要。

また、人的・物的支援に関する広域調整のあり方や、大量の支援物資の搬入・搬出

が可能な拠点ヤード、応急仮設住宅用地の確保等についても検討する。

＜検討項目＞

①市町・県・国の役割分担のあり方

⇒大規模災害発生時における、平時や局地的災害時の役割分担を超えた県や国

、 。による市町支援や 沿岸部・内陸部の連携等による市町の相互支援のあり方

②緊急支援物資のマッチングのあり方

⇒被災地ニーズに応じた緊急支援物資の確保、拠点ヤードにおける効率的な運

営、多様な輸送手段の確保等による搬入・搬出システムの構築。

③大規模災害における広域避難所の運営体制（適地調査の実施）

⇒大規模災害発生時における他県からの避難者も視野に入れた、広域的な大規

模避難所の設置場所の確保、運営体制の整備。

④備蓄ヤード、応急仮設住宅用地等の確保（適地調査の実施）

⇒備蓄のあり方の再検討と大規模な備蓄ヤードの確保、多数の避難者を想定し

た仮設住宅用地や関連資材の確保。

⑤大規模災害に対応したハザードマップの検討

⇒現行ハザードマップの大規模災害への対応状況の検証と県民への積極的な活

用促進。

⑥ボランティアの受入態勢の整備

⇒多数のボランティアに対応できる適切な窓口の設置、情報提供、市町・避難

所との調整、活動拠点の確保等の受入態勢の整備。
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３ 大規模災害対策検討委員会の組織
課題を検討するため、山口県防災会議の下に、新たに専門家等で構成する「大規模

災害対策検討委員会」を設置。

山口県防災会議

委員長：三浦房紀教授大規模災害対策検討委員会
事務局：防災危機管理課

大規模災害想定部会

※本県での発生が想定される大規模・広域災害について、類型別に
被害想定を再検証
＜委員＞
座長 山口大学（防災工学） 三浦房紀 教授
委員 山口大学（土質動力学）兵動正幸 教授
〃 山口大学（応用地質学）金折裕司 教授
〃 高知大学（防災工学） 大年邦雄 教授
〃 下関地方気象台 大場仁治 課長

救助・救急対策部会

※人命救助を最優先として、救助・救急関係機関の相互連携等につ
いて検討
＜委員＞
座長 山口県 西村 亘 顧問
委員 陸自山口駐屯地 森下喜久雄 司令
〃 徳山海上保安部 中西正直 課長
〃 徳山中央病院 山下 進 部長

県警警備課 山下和男 課長専門委員
〃 県防災航空隊 浦上繁昭 隊長
〃 県消防学校 村田和巳 教官

被災者支援対策部会

※市町、県、国の役割分担のあり方を含めて被災者支援対策等につ
いて検討
＜委員＞
座長 山口県 岡田 実 副知事
委員 山口大学（災害社会学）横田尚俊 教授
〃 法人ぼうぼうネット 瀧本浩一 理事長NPO
〃 宇部市防災危機管理課 弘中秀治 係長

山口県 北崎孝洋 審議監専門委員
〃 山口県 相島満久 課長
〃 県消防学校 鍛冶英利 主任
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４ 今後の進め方

山口県防災会議開催６月 １日（水）

・本県防災体制の検証・検討の取組方針について共通認識

・課題及び検討の方向性を説明

大規模災害対策検討委員会開催（第１回）６月中旬

※部会ごとに開催

８月中旬 各部会で検討結果を取りまとめ

大規模災害対策検討委員会開催（第２回）

・各部会の検討結果を取りまとめ

８月下旬 全体取りまとめ報告

山口県防災会議開催１０月下旬

・地域防災計画等の修正

１１月中旬 防災シンポジウム開催（検討結果の公表と取組の周知）


